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医 業 経 営 情 報

NO.76 病医院の乗っ取り事例

今回は、病院や診療所を乗っ取られた事例と、乗っ取られないための対策についてご

紹介します。

事例① 医療法人社団の病院が乗っ取られたケース

■乗っ取りの概要

病院を運営している医療法人社団（以下、Ａ病院と書きます）が乗っ取られた事例

です。

Ａ病院は数年前から慢性的な資金不足に陥り、この状況を改善するためにコンサル

タントを顧問として招きました。

このコンサルタントは顧問契約締結時にＡ病院の理事に自分を加えてくれた方が銀

行との交渉がしやすいともっともらしい理由を述べて自分を理事に加えさせました。

さらに理事は社員から選任しなければならないと説明し、自分を社員にも加えさせま

した。

その後数年の間に様々な理由をつけて理事を増やし、その都度、社員も増やしてい

き、とうとうＡ病院の社員の過半数がコンサルタントの息がかかった人間になってし

まいました。

理事の任期は二年と決まっており、Ａ病院も二年に一度、社員総会において理事の

改選をする必要がありますが、この時に、コンサルタント側が理事長の退任を要求し、

コンサルタントが推薦する医師を強引に理事長に選任し、Ａ病院を乗っ取ってしまい

ました。

■乗っ取られた原因

医療法人社団は社員１名が１個の議決権を持っており、社員が５名いる法人では議

決権は５個となります。

社員とは看護師や事務員などの職員のことではなく、株式会社でいうところの株主

のことを指し、社員総会の構成員のことです。

医療法人社団には出資金がありますが、出資金は議決権には一切関係ありません。

たとえ１億円の出資金を出した社員でも議決権は１個しかなく、ここが議決権は株

式数に応じて与えられる株式会社と大きく異なる点です。

理事長が法人の経営者であり、一番権限を持っていると勘違いされる方がいますが、
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医療法人社団の最高議決機関は社員総会であり、理事長といえども社員総会で理事に

選任される必要があります。

前述したように医療法人の理事の任期は２年なので、理事長は社員から２年間とい

う期限付きで法人の運営を委任された者となります。

つまり、医療法人社団の支配権は社員が持っており、理事や理事長にはありません。

Ａ病院を乗っ取られた前理事長はこのことをよく理解していなかったため、コンサ

ルタントの言うがままに社員を増やしたことが乗っ取りの原因となりました。

また、前理事長はコンサルタントより、医療法人社団の支配権は株式会社と同じよ

うに出資金の金額で決まるので、社員を増やしても問題ないとウソを教えられていま

した。

■乗っ取られないための対策

医療法人社団の支配権は社員が持っているので、支配権を盤石のものにしたければ

親族以外の者を社員に加えないようにしてください。

Ａ病院のコンサルタントは理事は社員から選任しなければならないと説明しました

がこれもウソです。

医療法では理事の選任方法については何も書かれておらず、それぞれの医療法人社

団の定款で理事の選任方法を定めています。厚生労働省のモデル定款では次のような

文言になっています。

理事及び監事は、社員総会において選任する。

ただし、数年前のモデル定款は次のような文言になっていました。

理事及び監事は、社員総会においてこの法人の社員のうちから選任する。

ただし、必要があるときは、社員以外の者から選任することを妨げない。

多くの医療法人社団の定款は古いモデル定款に基づいて作られていますが、それで

も社員以外の者から選任することを禁止しておらず、実際に多くの医療法人社団が社

員以外の者を理事や監事に加えています。

ところで、親族等の数が社員総数の３分の１以下でないと認定が受けられない社会

医療法人にすると、税的なメリット等はあっても、医療法人の支配権はどうしても脆

弱なものになってしまいますので、社会医療法人にするメリット、デメリットをよく

考慮する必要があります。
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事例② 個人開業の診療所が乗っ取られたケース

■乗っ取りの概要

Ｂ診療所の本当の経営者は別の診療所を開業していますが、分院としてＢ診療所を

開設する際に、Ｂ診療所の管理者として雇ったＣ医師の個人名義で開設しました。

いわゆる名義貸しによる診療所の開設です。

開設後しばらくは何事もありませんでしたが、Ｂ診療所の経営が順調になった頃に、

Ｃ医師からＢ診療所の経営権は自分にあるので本当の経営者はＢ診療所から手を引く

ようにと要求してきました。もし、手を引かないのであれば保健所などに対し名義貸

しによる診療所開設と訴えるとか、法律上の開設者は間違いなく自分（Ｃ医師）なの

で裁判も辞さないと脅された結果、本当の経営者はＢ診療所から手を引くことになり、

Ｃ医師に乗っ取られてしまいました。

本当の経営者はＣ医師から、Ｂ診療所のために本当の経営者が投資したと明らかに

主張できる医療機器や内装工事代などの譲渡代金を受け取ることは出来ましたが、今

までＢ診療所名義の通帳に蓄えられた預金や、本来であれば診療所譲渡に伴い受け取

れるはずの営業権など一切受け取れず、本当の経営者から見るとタダ同然の金額でＢ

診療所から手を引く結果となりました。

■乗っ取られた原因

名義貸しによる診療所開設が原因です。

分院を開設する際の名義貸しはよく行われるようですが、個人名義の診療所開設は

手続きが簡単ですし、すぐ開設できるというのが主な理由のようです。医療法人の分

院として開設する場合は都道府県に対して分院開設認可申請をしなければならず、個

人名義の診療所開設と比べると手続きがかなり面倒です。

理由はともあれ名義貸しの場合、保健所、社会保険事務局、税務署、銀行などの名

義を雇われ院長のものとして届け出る必要があります。

つまり、名義貸しとは法律上の名義を借りて診療所を開設することを指します。

ですから、Ｂ診療所のように法律上の経営者は雇われ院長本人だと主張されると対

抗しようがありません。名義貸しは公序良俗に違反しており、仮に名義貸しに関する

契約書や覚書があったとしても、公序良俗に反する法律行為は無効とされるので裁判

になった時は役に立たないからです。(民法第90条）

しかし、名義貸しの契約書や覚書がなかろうが、約束を交わした当人同士だけの問

題であればトラブルに発展することは少ないようですが、これに配偶者が加わるとト

ラブルに発展する可能性が高くなります。

Ｂ診療所の場合でもＣ医師の奥様がＣ医師の確定申告書を見たことがきっかけでト

ラブルに発展しました。

名義貸しの場合、税務署へ届け出ている開設者は雇われ院長ですので、雇われ院長

の確定申告には診療所の収入と経費を計算した決算書を添付する必要がありますが、

雇われ院長に対する報酬は給料という形で支払われるのが一般的です。
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給料をどのような方法で支払ったとしても、確定申告に添付する決算書の利益と給

料の金額は一致せず、通常は決算書の利益の方が多くなります。

この差額を当人同士以外の配偶者などが見ると、利益を搾取されていると感じたり、

自分で経営した方がより多くのお金が手許に残ると考える傾向が強く見られます。

Ｂ診療所の場合では、Ｃ医師の奥様がＣ医師に対して、騙されているとか、利益を

搾取されているとか、法律関係の仕事をしている知り合いに相談してもおかしいと言

われたなどと吹き込み、次第にＣ医師もそのように思い込んだため、前述したような

結果になっています。

■乗っ取られないための対策

分院を開設する場合、多少手続きが面倒でも名義貸しによる開設ではなく、医療法

人の分院又は本院とは別の医療法人として開設してください。

本院と分院が異なる都道府県にある場合、本院の医療法人の分院として開設すると

広域医療法人となってしまうので、それを嫌い名義貸しで開設するケースが多いよう

ですが、広域医療法人となるのが嫌であれば、分院を本院とは別の医療法人として開

設することをお薦めします。

なぜ、医療法人にすると乗っ取られないかというと、事例①で説明したように医療

法人の支配権は社員が持っていますので、雇われ院長を理事長にしたとしても、社員

を本当の経営者側で占めていわれば乗っ取られる危険性がないからです。

さらに、雇われ院長には給料を支払うだけで済み、雇われ院長の名義で確定申告を

する必要がありませんので、診療所の経営と雇われ院長に対する報酬を完全に分離で

きます。

また、名義貸しによる個人名義の診療所開設の場合、雇われ院長が替わる度に開設

者が変わりますので新規開業の手続きをし直す必要がありますが、医療法人の場合は

開設者は医療法人のままなので管理者変更の手続きをするだけで済みます。

事例③ 離婚により診療所が乗っ取られたケース

■乗っ取りの概要

医療法人社団であるＤ医院ですが、理事長のＥ医師と常務理事の奥様が離婚したこ

とがきっかけで二年に一度の理事の改選の時に奥様が推薦する医師が理事長に就任し

てしまい、Ｅ医師からするとＤ医院を乗っ取られてしまいました。

なお、このケースは奥様側から見ると乗っ取りではなく、正当な権利を主張したに

過ぎませんが、話がややこしくなるので乗っ取りとして扱わせて頂きます。
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■乗っ取られた原因

Ｄ医院の社員は全て親族だけでしたが、その内訳はＥ医師、奥様、子供３名の計５

名でした。

社員は親族だけですので、他人による乗っ取りはあり得ませんが、離婚したり夫婦

間の不和が深刻化するとトラブルとなる可能性があります。

前述した通り医療法人社団は社員１名が１個の議決権を持っています。

Ｄ医院の場合、離婚したことで子供３人が奥様側をついてしまい、議決権でいうと

Ｅ医師は１個、奥様側は４個となってしまい、Ｄ医院の支配権は奥様に完全に移って

います。

■乗っ取られないための対策

相続税対策として子供に出資持分権を生前贈与したり、譲渡することはよく行われ

ますが、出資持分権所有者は必ず社員にしなければならないという訳ではありません。

社員は出資持分権を持っていない者でもなれますし、逆に出資持分権を持っていて

も社員総会で入社が承認されなければ社員になれません。

ですから、相続税対策として子供に出資持分権を贈与や譲渡しても、跡継ぎとなる

子供以外は社員に加えない方が後々のトラブルを回避できます。

子供全員が社員となっている場合は、離婚以外にも問題となる可能性があります。

跡継ぎとなる経営者は一人だけですので、兄姉・姉妹間で経営方針の違いや利益分

配の方法などの不満からトラブルになる可能性があるからです。

出資持分権だけでしたら金銭的な問題なので比較的容易に解決できますが、社員と

いう立場まで平等にすると、経営権が絡んできますので容易に解決できません。

この他に医療法人設立認可申請の時に、社員を理事と同じ人間で申請するケースが

多いですが、設立後に名義だけの社員は辞任してもらい、社員の構成員を整理される

ことをお薦めします。

理事の人数は定款で定められていますが、社員の人数は下限・上限ともにありませ

ん。したがって、社員は１名以上いればよいので、名義だけの社員は極力いない方が

医療法人の支配権が安定するからです。

乗っ取りをされた医師の話を聞くと決まって「まさか自分が・・・」とか「話は聞い

ていたがまさか本当にあるとは・・・」と必ず「まさか」と言います。

せっかく築いてきた病医院を失わないためにも、乗っ取りは対岸の火事ではなく実際

にあるということを肝に銘じ、その対策を取っておくことをお薦めいたします。
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